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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期
第２四半期
連結累計期間

第37期
第２四半期
連結会計期間

第36期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 （百万円） 88,134 51,154 161,521

経常利益 （百万円） 4,891 5,820 10,971

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,974 3,584 7,072

純資産額 （百万円） － 109,399 107,026

総資産額 （百万円） － 370,243 369,840

１株当たり純資産額 （円） － 6,205.40 6,070.11

１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 170.09 205.00 404.36

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） － 29.3 28.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 9,492 － 29,788

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △7,347 － △18,103

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,681 － △10,610

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － 8,918 10,456

従業員数 （人） － 2,612 2,578

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。

　また、主要な関係会社に異動はない。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人）     2,612（519）

　（注）　「従業員数」は就業人員で、正社員、受入出向者を表し、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の

平均人員を外数で記載している。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人）     1,530（83）

　（注）　「従業員数」は就業人員で、正社員、受入出向者を表し、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均

人員を外数で記載している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの主たる事業である電気事業セグメントのみを記載している。

(1）需給実績

種別
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

発受電電力量     

自社火力発電電力量（千ｋＷｈ） 2,083,449

他社受電電力量（千ｋＷｈ）     559,567

揚水発電所の揚水用電力量

（千ｋＷｈ）
    △16,243

合計（千ｋＷｈ）     2,626,773

損失電力量（千ｋＷｈ）     322,212

販売電力量（千ｋＷｈ）     2,304,561

自社発電所利用率（％）     49.0

　（注）１．販売電力量の中には、建設工事用電力及び事業用電力（当第２四半

　　　　　　期連結会計期間 2,661千kWh）を含んでいる。

２．自社発電所利用率 　＝
自社発電電力量

自社発電所認可最大出力×暦時間数

 

(2）販売実績

(A）契約高

 平成20年９月30日現在

契約口数

電灯     754,026

電力     65,593

計     819,619

契約電力（千kW）

電灯     －

電力     1,644

計     1,644

　（注）　本表には、特定規模需要を含む。
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(B）販売電力量及び料金収入

種別
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

販売電力量（百万kWh）

電灯     878

電力     1,426

計     2,304

料金収入（百万円）

電灯     22,196

電力     26,065

遅収加算料金     144

計     48,406

　（注）１．本表には、特定規模需要を含む。

２．上記料金には、消費税等は含まれていない。

 

(C）産業別（大口電力）需要実績

種別

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）
販売電力量（百万kWh）

 鉱工業     

  鉱業    1

  製造業     

  食料品     27

  パルプ・紙・紙加工品    1

  化学工業     4

  石油製品・石炭製品     11

  窯業土石     16

  鉄鋼業     40

  非鉄金属    2

  その他     7

  計     108

 計     109

 その他     

 鉄道業     2

 その他     137

 計     139

合計        248

　（注）　特定規模需要を含む。
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(3）資材の状況

(A）石炭及び燃料油の受払状況

区分

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

石炭(t)重油(kl)軽油(kl)灯油(kl)

期首在庫量    96,79159,6541,202 4,338

当期受入 673,846147,998 308 887

当期払出 593,750134,747 66 197

期末在庫量 176,88772,9051,444 5,028

 

(B）石炭及び燃料油の価格

区分 石炭（円／t） 重油（円／kl） 軽油（円／kl） 灯油（円／kl）

当第２四半期連結会計期間

（自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日）

9,865 91,778 98,048 101,832

　（注）１．購入平均価格である。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間における沖縄県経済は、個人消費が底堅く推移し、観光関連では入域観光客数が好調に

推移しているものの、建設関連では幾分持ち直しつつあるが弱めの動きとなっているなど、全体としては概ね横ば

いの動きを続けている。

　このような経済情勢のもと、当第２四半期連結会計期間の販売電力量について、電灯は、お客さま数の増加があっ

たものの、検針期間が前年同期に比べ短かったことによる需要減などにより、前年同期を下回った。

　電力は、業務用電力において、お客さま数の増加があったことなどにより、前年同期を上回った。

　この結果、販売電力量は前年同期に比べ0.8％減の23億４百万kWhとなった。

　当社グループ（当社及び連結子会社）における当第２四半期連結会計期間の収支について、収入面では、電気事業

において販売電力量の減少はあったが、燃料費調整制度の影響などによる電灯電力料の増加から、売上高（営業収

益）は、前年同期に比べ31億９百万円増（6.5％増）の511億54百万円となった。

　一方、支出面では、電気事業において、修繕費や減価償却費の減少はあったが、燃料価格の高騰による燃料費や他社

購入電力料の増加などによる影響から、営業費用は前年同期に比べ55億47百万円増（14.2％増）の445億９百万円

となった。

　以上の結果、営業利益は前年同期に比べ24億38百万円減（26.8％減）の66億45百万円となった。

　また、営業外損益を含めた経常利益については、前年同期に比べ21億92百万円減（27.4％減）の58億20百万円、四

半期純利益は前年同期に比べ14億94百万円減（29.4％減）の35億84百万円となった。　　　

　なお、当社グループの主たる事業である電気事業において、電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修

繕工事の完了時期による影響を受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。 

　

　事業の種類別セグメントの業績（セグメント間の相殺消去前）は次のとおりである。

 

①電気事業

　売上高は、販売電力量の減少はあったが、燃料費調整制度の影響などによる電灯電力料の増加から、前年同期に比

べ32億67百万円増(7.2％増)の485億91百万円となった。

　一方、営業費用は修繕費や減価償却費の減少はあったが、燃料価格の高騰による燃料費や他社購入電力料の増加な

どによる影響から、前年同期に比べ57億66百万円増(15.8％増)の422億55百万円となった。

　その結果、営業利益は前年同期に比べ24億98百万円減(28.3％減)の63億36百万円となった。

 

②建設業

　当社グループの建設業は、電力設備の調査・設計・施工を主たる事業としており、売上高が下半期に集中する傾向

にある。

　売上高は、電気事業向け工事の受注減による影響等から、前年同期に比べ６億51百万円減(14.5％減)の38億25百万

円、営業費用は前年同期に比べ４億99百万円減（11.3％減）の39億35百万円となった。 

　その結果、１億10百万円の営業損失（前年同期は41百万円の営業利益）となった。

 

③その他の事業

　売上高は、資機材販売業務等の「純額表示」の影響等から、前年同期に比べ29億30百万円減(35.1％減）の54億12

百万円、営業費用は前年同期に比べ30億71百万円減（37.6％減）の50億92百万円となった。

　その結果、営業利益は前年同期に比べ１億40百万円増（78.4％増）の３億19百万円となった。

 

(2）キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が減少したことやたな卸資産が増加したこと

などにより、前年同期に比べ12億85百万円減（11.1％減）の102億91百万円の収入となった。　

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出が増加したことなどにより、前年同期に比べ６

億43百万円増（11.9％増）の60億33百万円の支出となった。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャル・ペーパーの償還による支出が減少したことなどにより、前

年同期に比べ12億63百万円減（21.1％減）の47億27百万円の支出となった。

 

　以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、当第1四半期連結会計期間末に比べ４億

68百万円減の89億18百万円となった。 
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(3）対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発費総額は１億64百万円である。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について　重

要な変更があったものは、以下の通りである。

       ・吉の浦火力発電所１号（燃料種別：ＬＮＧ　出力25.1万ｋＷ）運転開始を平成23年11月から平成24年11月へ

         変更。

       ・吉の浦火力発電所２号（燃料種別：ＬＮＧ　出力25.1万ｋＷ）運転開始を平成24年５月から平成25年５月へ

         変更。

       ・石垣第二発電所５号（燃料種別：石油　運転開始：平成23年５月）出力1.5万ｋＷから出力1.8万ｋＷへ変更。

       ・吉の浦火力線新設（電圧：132ｋＶ　亘長：1.2ｋｍ）使用開始を平成22年10月から平成23年２月へ変更。

       ・吉の浦火力開閉所新設（電圧：132ｋＶ）使用開始を平成22年10月から平成23年２月へ変更。

　　　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却及び売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 17,524,723 17,524,723

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

－

計 17,524,723 17,524,723 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 17,524,723 － 7,586 － 7,141
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（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社
 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,760 10.05

 沖縄県知事  沖縄県那覇市泉崎一丁目２番２号 870 4.97

 株式会社琉球銀行  沖縄県那覇市久茂地一丁目11番１号 841 4.80

 株式会社沖縄銀行  沖縄県那覇市久茂地三丁目10番１号 837 4.78

 日本マスタートラスト信託銀行株

式会社
 東京都港区浜松町二丁目11番３号 649 3.71

 沖縄電力社員持株会  沖縄県浦添市牧港五丁目２番１号 599 3.42

 第一生命保険相互会社

 （常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海

 　アイランドトリトンスクエアオフィス　タ

ワーＺ棟）

517 2.95

 日本生命保険相互会社
 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

 日本生命証券管理部内
486 2.78

 株式会社みずほコーポレート銀行

 （常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海　ア

イランドトリトンスクエアオフィス　タ

ワーＺ棟）

413 2.36

 明治安田生命保険相互会社

 （常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海　ア

イランドトリトンスクエアオフィス　タ

ワーＺ棟）

344 1.97

計 － 7,321 41.78

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、

全数が信託業務に係るものである。

２．バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者２社から、平成20年９月１日付の

変更報告書の写しの送付があり、平成20年８月25日現在、それぞれ以下のとおり株式を所有している旨の報

告を受けているが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないた

め、上記表には記載していない。

 氏名又は名称  住所
 保有株券等の数

（株）

 株券等保有割合

（％）

 バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ株式会社
 東京都渋谷区広尾１丁目１番39号  株式　471,500 2.69

 バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ、エヌ・エイ

 米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ市　ハ

ワード・ストリート400
 株式　701,030 4.00

 バークレイズ・グローバル・イ

ンベスターズ・リミテッド
 英国　ロンドン市　ロイヤル・ミント・コート１  株式　 41,000 0.23
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      39,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,302,000 173,020 －

単元未満株式 普通株式     183,123 － 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 17,524,723 － －

総株主の議決権 － 173,020 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は全て当社所有の自己株式である。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株（議決権の数８個）含まれ

ている。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

沖縄電力株式会社
沖縄県浦添市牧港

五丁目２番１号
39,600 － 39,600 0.23

計 － 39,600 － 39,600 0.23

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 4,650 5,260 5,320 5,680 6,090 5,970

最低（円） 3,870 4,320 4,620 5,110 5,470 4,860

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）によるものである。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57

号）に準じて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

資産の部

固定資産 333,732 339,527

電気事業固定資産 ※1，※2
 270,854

※1，※2
 278,760

汽力発電設備 84,020 88,264

内燃力発電設備 12,484 13,190

送電設備 60,285 62,204

変電設備 32,743 33,838

配電設備 67,892 68,195

業務設備 12,882 12,521

その他の電気事業固定資産 545 545

その他の固定資産 ※1，※2
 22,632

※1，※2
 22,702

固定資産仮勘定 20,430 16,457

建設仮勘定 20,430 16,457

投資その他の資産 19,815 21,606

長期投資 8,542 10,162

繰延税金資産 9,304 9,366

その他 2,162 2,271

貸倒引当金（貸方） △194 △193

流動資産 36,510 30,313

現金及び預金 9,093 10,558

受取手形及び売掛金 8,603 7,713

たな卸資産 ※3
 13,668

※3
 9,014

繰延税金資産 1,948 1,926

その他 3,647 1,509

貸倒引当金（貸方） △450 △410

合計 370,243 369,840
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

負債及び純資産の部

固定負債 199,047 203,112

社債 60,999 60,999

長期借入金 124,089 128,266

退職給付引当金 13,002 12,811

その他 955 1,034

流動負債 61,796 59,702

1年以内に期限到来の固定負債 24,741 26,407

短期借入金 5,170 7,460

コマーシャル・ペーパー 5,000 －

支払手形及び買掛金 13,284 12,069

未払税金 3,627 3,100

その他 9,973 10,665

負債合計 260,844 262,814

株主資本 107,873 105,436

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,141 7,141

利益剰余金 93,349 90,900

自己株式 △204 △191

評価・換算差額等 627 714

その他有価証券評価差額金 627 714

少数株主持分 897 875

純資産合計 109,399 107,026

合計 370,243 369,840
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業収益 ※2
 88,134

電気事業営業収益 83,434

その他事業営業収益 4,699

営業費用 ※1, ※2
 81,864

電気事業営業費用 77,409

その他事業営業費用 4,455

営業利益 6,269

営業外収益 651

受取配当金 115

受取利息 36

投資有価証券売却益 213

物品売却益 99

その他 187

営業外費用 2,028

支払利息 1,837

その他 191

四半期経常収益合計 88,785

四半期経常費用合計 83,893

経常利益 4,891

税金等調整前四半期純利益 4,891

法人税等 1,875

少数株主利益 41

四半期純利益 2,974
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

営業収益 ※2
 51,154

電気事業営業収益 48,548

その他事業営業収益 2,606

営業費用 ※1, ※2
 44,509

電気事業営業費用 42,035

その他事業営業費用 2,473

営業利益 6,645

営業外収益 197

受取配当金 13

受取利息 21

物品売却益 46

その他 115

営業外費用 1,022

支払利息 910

その他 111

四半期経常収益合計 51,352

四半期経常費用合計 45,531

経常利益 5,820

税金等調整前四半期純利益 5,820

法人税等 2,193

少数株主利益 42

四半期純利益 3,584
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,891

減価償却費 11,948

固定資産除却損 345

退職給付引当金の増減額（△は減少） 190

受取利息及び受取配当金 △151

支払利息 1,837

売上債権の増減額（△は増加） △889

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,586

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,136

仕入債務の増減額（△は減少） 1,636

その他の流動負債の増減額（△は減少） △600

その他 342

小計 12,828

利息及び配当金の受取額 151

利息の支払額 △1,890

法人税等の支払額 △1,597

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,492

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △9,210

固定資産の売却による収入 286

投融資による支出 △243

投資有価証券の売却による収入 1,816

定期預金の預入による支出 △70

その他 73

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,347

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 6,033

長期借入金の返済による支出 △11,877

短期借入れによる収入 24,720

短期借入金の返済による支出 △27,010

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 14,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △9,000

配当金の支払額 △523

その他 △23

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,681

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,537

現金及び現金同等物の期首残高 10,456

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 8,918
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

(1）リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が

平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基

準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっている。また、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。この変更に伴う影響は軽微

である。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 (2）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　たな卸資産については、従来、主として月総平均法による原価法によっていたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として月総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定してい

る。この変更に伴う影響はない。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 (3）資機材販売業務等の仲介取引の会計処理方法の変更

　従来、連結子会社における資機材販売業務等の仲介取引については、販売額を売上高

に、その仕入原価を売上原価に計上する「総額表示」で会計処理を行っていたが、取引

金額が増加し、重要性が増していることから、取引実態をより明瞭に表示するために、

第１四半期連結会計期間より売上高と営業費用を相殺する「純額表示」へ変更してい

る。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の売上

高と営業費用がそれぞれ234百万円少なく計上されている。また、セグメント情報に与

える影響については、「事業の種類別セグメント情報（注）３」に記載している。

　なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は

ない。

 (4）工事進行基準の適用

　連結子会社の沖縄プラント工業㈱は、従来、全ての工事について、完成工事高の計上基

準として工事完成基準を適用していたが、第１四半期連結会計期間より「工期１年超

かつ請負金額１億円以上の工事」については工事進行基準を適用している。これは当

第２四半期連結累計期間において、長期大型工事を着工したことから、期間損益計算の

適正化を図り、財務内容をより適正に表示するためのものである。なお、当第２四半期

連結累計期間においては該当する工事が親会社向けであるため、連結貸借対照表、連結

損益計算書への影響はない。また、セグメント情報に与える影響は、「事業の種類別セ

グメント情報（注）３」に記載している。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
 

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算している。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示している。

 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　法人税法の改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行なっている。これにより

当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ106百万円減少している。

　また、セグメント情報に与える影響については、「事業の種類別セグメント情報（注）４」に記載している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

項目
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額

（百万円）

496,624

（百万円）

486,411

※２．固定資産の圧縮記帳 　固定資産の取得価額は下記の金額だけ工

事費負担金等の受入のため圧縮記帳されて

いる。

同左

  （百万円）

22,980

（百万円）

22,671

※３．たな卸資産  （百万円）

商品 27

原材料 14

仕掛品 2,763

貯蔵品 10,863

計 13,668

 （百万円）

商品 44

原材料 16

仕掛品 1,125

貯蔵品 7,827

計 9,014

４．偶発債務 　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

 （百万円）

沖縄電力㈱第２回社債 6,000

（引受先㈱みずほコーポレート銀行）

（百万円）

沖縄電力㈱第２回社債 6,000

（引受先㈱みずほコーポレート銀行）
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（四半期連結損益計算書関係）

項目
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１．営業費用の内訳 　電気事業営業費用の内訳は、次のとおりである。

 
区分

電気事業
営業費用
（百万円）

左記のうち販売費及び一般管理費
（百万円）

人件費 8,008 4,779
 (うち退職給付引当金繰入額) (730) (730)
燃料費 29,862 －
その他 39,962 4,606

小計 77,833 9,385
相殺消去額 △423 －

合計 77,409 －
 

※２．売上高等の季節的変動 　売上高等の季節的変動は、次のとおりである。

　電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修繕工事の完了時期による影響を

受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。
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項目
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１．営業費用の内訳 　電気事業営業費用の内訳は、次のとおりである。

 
区分

電気事業
営業費用
（百万円）

左記のうち販売費及び一般管理費
（百万円）

人件費 3,858 2,260
 (うち退職給付引当金繰入額) (366) (366)
燃料費 17,935 －
委託費 1,790 959
その他 18,669 1,483

小計 42,255 4,702
相殺消去額 △219 －

合計 42,035 －
 

※２．売上高等の季節的変動 　売上高等の季節的変動は、次のとおりである。

　電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修繕工事の完了時期による影響を

受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金 9,093

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △175

現金及び現金同等物 8,918
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　17,524,723株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　39,642株

 

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 524 30平成20年３月31日平成20年６月30日利益剰余金

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 524 30平成20年９月30日平成20年12月１日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
電気事業
（百万円）

建設業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 48,548 907 1,699 51,154 ─ 51,154

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
43 2,917 3,713 6,674 (6,674) ─ 

計 48,591 3,825 5,412 57,828(6,674)51,154

営業利益又は営業損失（△） 6,336 △110 319 6,545 99 6,645

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
電気事業
（百万円）

建設業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 83,434 1,290 3,409 88,134 ─ 88,134

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
80 5,301 8,134 13,516(13,516)─ 

計 83,515 6,591 11,543101,650(13,516)88,134

営業利益又は営業損失（△） 5,682 △244 629 6,067 202 6,269

　（注）１．事業区分の方法

事業活動における業務の種類を勘案して区分している。

 

２．各区分に属する主要な製品の名称等

事業区分 主要な製品・事業活動

電気事業 電力供給

建設業 電気設備工事の調査・設計・施工

その他の事業

電気機械器具の販売及び修理、車両及び物品リース

電気機械設備の受託運転、電気計器の修復及び検定代弁

土地建物の管理・売買・賃貸借及びこれらの仲介

コンピュータに関するシステム設計・分析並びにソフトウェア開発受託と販売

電気通信事業法に基づく電気通信事業

データセンター事業・コンタクトセンター事業

分散型電源によるエネルギー供給サービス

アクティブシニアコミュニティの開発運営
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３．会計方針の変更

（資機材販売業務等の仲介取引の会計処理方法の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」1.（3）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より資機材販売業務等の仲介取引の会計処理について、売上高と営業費用を両建する「総額表示」

から、売上高と営業費用を相殺する「純額表示」へ変更している。この変更により、従来の方法によった場合に

比べ、当第２四半期連結累計期間の建設業の売上高が134百万円減少、その他の事業の売上高が5,488百万円減

少している。なお、この変更による営業利益への影響はない。

 

（工事進行基準の適用）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」1.（4）に記載のとおり、連結子会社の

沖縄プラント工業㈱は、従来、全ての工事について、完成工事高の計上基準として工事完成基準を適用していた

が、第１四半期連結会計期間より「工期１年超かつ請負金額１億円以上の工事」については工事進行基準を適

用している。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間のその他の事業の売

上高が10百万円、営業利益が１百万円それぞれ増加している。

 

４．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、法人税法の改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計期間より耐用

年数の変更を行なっている。これにより当第２四半期連結累計期間の電気事業の営業利益が106百万円減少し

ている。

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はない。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高がないため該当事項はない。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額     6,205円40銭１株当たり純資産額 6,070円11銭

 

２．１株当たり四半期純利益

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益 170円09銭１株当たり四半期純利益 205円00銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（百万円）     2,974     3,584

普通株主に帰属しない金額（百万円）     － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）     2,974     3,584

期中平均株式数（千株）     17,486 17,485

 

（重要な後発事象）

　該当事項はない。

 

2【その他】

（イ）平成20年10月31日開催の取締役会において、第37期の中間配当に関し次のとおり決議した。

　　　中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　　524,552,430円

　　　１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　 30円

　　　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 　平成20年12月１日

（ロ）その他、特記すべき事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

    平成20年11月10日

沖縄電力株式会社   

 取締役会　御中  

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高　山　　宜　門　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 永　田　　立　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄電力株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１日

から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄電力株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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